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びにその算定の基礎となる事項を記載した書類について旭川市監査基準に準拠して

審査したので、次のとおり意見を提出します。
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１ 審 査 の 概 要

（１）審査の対象

令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の

基礎となる事項を記載した書類

健全化判断比率及び資金不足比率の対象となる会計等の区分

区 分 会 計 名 等 比 率

一般会計

一般会計等 動物園事業特別会計

に 属 す る 育英事業特別会計

特 別 会 計 母子福祉資金等貸付事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

公共駐車場事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

公営
水道事業会計 資金

企業 法適用 下水道事業会計 不足

会計
病院事業会計 比率

一部事務組合・
上川教育研修センター組合

広 域 連 合
北海道市町村備荒資金組合

北海道後期高齢者医療広域連合

第三セクター・
株式会社旭川振興公社

地 方 公 社

注）資金不足比率は公営企業会計ごとに比率を算定することとされている。また、「法適用」

は地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する公営企業会計である。

（２）審査の期間

令和８年７月27日から令和８年８月26日まで

（３）審査の方法

健全化判断比率及び資金不足比率の審査に当たっては、健全化判断比率及び

資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に算定又

は作成されているかを検証するために、旭川市監査基準に基づき、必要な審査

手続を選定し、関係諸帳簿その他証拠書類との照合を行うなど審査の充実を期

した。
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なお、地方自治法第1 9 9条の２の規定に基づき、税務部所管に係るものが含

まれる健全化判断比率の審査については、金澤匡貢監査委員を除斥した。

２ 審 査 の 結 果

健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、いずれも法令に適合し、かつ正確であると認められた。

健全化判断比率 （単位：％）

比 率 名 比 率 早期健全化基準

実 質 赤 字 比 率 － 11.25

連 結 実 質 赤 字 比 率 － 16.25

実 質 公 債 費 比 率 8.7 25.0

将 来 負 担 比 率 79.0 350.0

資金不足比率 （単位：％）

会 計 名 比 率 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 － 20.0

下 水 道 事 業 会 計 － 20.0

病 院 事 業 会 計 10.3 20.0

注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率については実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合、

また、資金不足比率については資金不足額がない場合は「－」と表示した。
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３ 各比率の状況

（１）健全化判断比率

健全化判断比率とは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び

将来負担比率の四つの財政指標の総称で、地方公共団体の財政の早期健全化や再

生の必要性を判断するとともに、他団体と比較することなどにより、当該団体の

財政状況を客観的に表す意義を持つ。

本市の令和７年度決算に基づく各比率の状況は、次のとおりである。

ア 実質赤字比率

実質赤字比率は、一般会計等に区分される会計を対象とした実質赤字額の標準

財政規模に対する比率である。

当年度の実質赤字比率もこれまでと同じく赤字額がなく、比率は算定されてい

ない。実質赤字比率及び各会計の実質収支額の状況並びに前年度との比較は、次

のとおりである。

（単位：千円・％）

令和７年度 令和６年度 増　減

一般会計 1,325,948 1,475,596 △ 149,648

動物園事業特別会計 0 0 0

育英事業特別会計 286 1,153 △ 867

0 0 0

1,326,234 1,476,749 △ 150,515

① △ 1,326,234 △ 1,476,749 150,515

② 88,320,703 86,037,239 2,283,464

0 811,776 △ 811,776

－ － －

(△ 1.50) (△ 1.71) (0.21ﾎﾟｲﾝﾄ)

区　　　分

母子福祉資金等貸付事業特別会計

合　　　　計

実質赤字額

標準財政規模

うち臨時財政対策債発行可能額

注）実質赤字比率については、実質赤字額がないため「－」と表示した。なお、(  )内は、算定結果

  を数値で表示した場合の比率である。
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イ 連結実質赤字比率

連結実質赤字比率は、全ての会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標

準財政規模に対する比率である。

当年度の連結実質赤字比率もこれまでと同じく赤字額がなく、比率は算定され

ていない。連結実質赤字比率及び各会計の実質収支額、資金不足額、資金剰余額

（以下「実質収支額等」という。）の状況並びに前年度との比較は、次のとおり

である。

（単位：千円・％）

令和７年度 令和６年度 増　減

 一般会計等 1,326,234 1,476,749 △ 150,515

373,904 238,439 135,465

96 67 29

563,293 505,084 58,209

132,665 3,622 129,043

水道事業会計 1,156,103 1,237,170 △ 81,067

下水道事業会計 824,381 521,080 303,301

病院事業会計 △ 1,052,058 △ 706,935 △ 345,123

3,324,618 3,275,276 49,342

① △ 3,324,618 △ 3,275,276 △ 49,342

② 88,320,703 86,037,239 2,283,464

－ － －

(△ 3.76) (△ 3.80) (0.04ﾎﾟｲﾝﾄ)

区　　　　分

国民健康保険事業特別会計

公共駐車場事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

           合　　　　計

連結実質赤字額

標準財政規模

注）連結実質赤字比率については、連結実質赤字額がないため「－」と表示した。なお、(  )内は、
  算定結果を数値で表示した場合の比率である。
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ウ 実質公債費比率

実質公債費比率は、借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさ

を指標化し、資金繰りの程度を示すもので、一般会計等が負担する公営企業債

の償還に充てた繰出金等も含めた実質的な公債費の標準財政規模を基本とした

額に対する比率の過去３か年の平均値である。

当年度の実質公債費比率は8.7％で、前年度に比し0.4ポイント低下している。

これは、主に元利償還金が減少したほか、標準財政規模が増加したことなどによ

り単年度比率が低下し、３か年平均でも低下したものである。

実質公債費比率の状況及び過年度との比較は、次のとおりである。

また、実質公債費比率の推移は、次のとおりである。

注）中核市平均の値は、総務省「類似団体別市町村財政指数表」による。

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

元利償還金 ① 17,459,872 17,072,092 17,384,497 16,157,896

準元利償還金 ② 1,773,989 1,875,470 2,041,200 1,981,622

満期一括償還地方債 0 0 0 0

公営企業繰入金 1,388,972 1,483,991 1,677,337 1,697,171

公債費に準ずる債務負担行為 384,998 391,479 363,863 284,451

一時借入金の利子 19 0 0 0

特定財源 ③ 3,437,927 3,042,191 3,928,820 3,476,574

貸付金の元利償還金 0 0 0 0

公営住宅使用料 435,617 401,985 380,522 371,209

2,857,875 2,487,586 2,504,458 2,414,650

その他 144,435 152,620 1,043,840 690,715

基準財政需要額算入額 ④ 9,122,015 8,778,672 8,556,195 8,320,410

標準財政規模 ⑤ 83,119,681 84,466,207 86,037,239 88,320,703

8.5 8.9 9.1 8.7

（単位：千円・％）

区　　　　分

地方債償還額に充当した都市計画税

実質公債費比率(単年度)

 (①+②-③-④)/(⑤-④)

実質公債費比率(３か年平均)

9.0 9.4 9.0 7.9
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8.0

9.0

10.0

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

8.3 8.5
8.9 9.1

8.7

5.2 5.2 5.2 5.2

旭川市

中核市平均

(％)
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エ 将来負担比率

将来負担比率は、一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性

のある負担等の年度末時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の

度合いを示すもので、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規

模を基本とした額に対する比率である。

当年度の将来負担比率は79.0％で、前年度に比し5.2ポイント低下している。

これは、将来負担額のうち地方債の現在高が減少したこと、標準財政規模が増加

したことなどによる。

将来負担比率の状況及び前年度との比較は、次のとおりである。

（単位：千円・％）

令和７年度 令和６年度 増　減

地方債の現在高 162,015,713 164,723,430 △ 2,707,717

1,521,831 1,628,477 △ 106,646

0 0 0

0 0 0

1,321,717 1,492,692 △ 170,975

200,114 135,785 64,329

12,082,441 11,821,475 260,966

0 0 0

19,638,836 18,737,411 901,425

454,849 507,621 △ 52,772

454,849 507,621 △ 52,772

旭川振興公社 454,849 507,621 △ 52,772

0 0 0

0 0 0

0 0 0

① 195,713,670 197,418,414 △ 1,704,744

充当可能基金 18,624,488 17,322,137 1,302,351

21,523,850 20,157,535 1,366,315

17,231,871 15,592,504 1,639,367

92,286,801 94,657,751 △ 2,370,950

② 132,435,139 132,137,423 297,716

③ 88,320,703 86,037,239 2,283,464

④ 8,320,410 8,556,195 △ 235,785

79.0 84.2 △ 5.2ﾎﾟｲﾝﾄ

区　　　分

債務負担行為に基づく支出予定額

ＰＦＩ事業に係るもの

国営土地改良事業に係るもの

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

その他

公営企業債等繰入見込額

組合負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

第三セクター等

制度融資等に係る損失補償

連結実質赤字額

組合連結実質赤字額負担見込額

   合　　　　計

充当可能特定歳入

うち都市計画税

基準財政需要額算入見込額

  合　　　　計

標準財政規模

算入公債費等の額

将来負担比率　　         (①-②)/(③-④)

充
当
可
能
財
源
等

将
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また、将来負担比率の推移は、次のとおりである。

注）中核市平均の値は、総務省「全市町村の主要財政指標」から算出。

（単位：千円）

年度　

 区分

一般会計債 169,361,344 168,320,694 165,708,620 162,685,027 160,117,877 

109,490,064 110,889,012 111,677,837 112,680,010 114,902,695 

435,150 374,263 314,275 266,787 206,800 

59,436,130 57,057,419 53,716,508 49,738,230 45,008,382 

動物園事業債 1,621,335 1,540,687 1,412,850 1,281,444 1,137,970 

688,671 626,017 538,372 442,149 385,011 

171,671,350 170,487,398 167,659,842 164,408,620 161,640,858 

道貸付金等 815,566 879,802 941,085 314,810 374,855 

172,486,916 171,367,200 168,600,927 164,723,430 162,015,713 

水道事業債 28,743,458 28,131,104 28,804,401 29,678,238 30,175,486 

下水道事業債 28,587,241 27,017,700 25,041,978 23,085,741 22,233,564 

病院事業債 10,249,603 10,180,895 9,795,772 9,135,931 9,218,616 

67,580,302 65,329,699 63,642,151 61,899,910 61,627,666 

240,067,218 236,696,899 232,243,078 226,623,340 223,643,379 

（参考）                   各会計地方債現在高の状況

一般事業債

災害復旧事業債

臨時財政対策債

母子福祉資金等貸付事業債

計

合計

企業会計合計

総合計

注）将来負担額（一般会計等）における地方債の現在高は、一般会計債、動物園事業債、母子福祉資金等
  貸付事業債及び道貸付金等の合計である。

３ ４ ５ ６ ７
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79.0

51.2 51.7 51.0 52.7
旭川市

中核市平均

(％)
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（２）資金不足比率

資金不足比率は、公営企業会計に区分される会計ごとの資金不足額の事業規模

に対する比率である。当年度において対象となる会計は、水道事業、下水道事業

及び病院事業の３事業で、各会計の資金不足比率の状況は次のとおりである。

なお、病院事業会計では前年度に引き続き資金不足比率が算定され、前年度に

比し3.4ポイント上昇している。

ア 水道事業会計

イ 下水道事業会計

（単位：千円・％）

令和７年度 令和６年度 増　減

△ 1,156,103 △ 1,237,170 81,067

流動負債の額 ① 2,612,832 2,672,316 △ 59,484

流動負債のうち建設改良費の支払
に充てる地方債等

② 2,338,028 2,447,753 △ 109,725

建設改良費以外の地方債現在高
（流動負債を除く）

③ 0 0 0

流動資産の額 ④ 1,430,907 1,461,733 △ 30,826

流動資産のうち翌年度へ繰越される支
出の財源充当額

⑤ 0 0 0

5,162,438 5,244,032 △ 81,594

営業収益の額 ⑥ 5,162,438 5,244,032 △ 81,594

受託工事収益の額 ⑦ 0 0 0

－ － －

(△ 22.3) (△ 23.5) (1.2ﾎﾟｲﾝﾄ)

区　　　分

資金不足額 Ａ=(①-②)+③-(④-⑤)

事業の規模 Ｂ=(⑥-⑦)

注）資金不足比率について、資金不足額がない場合は「－」と表示した。なお、(  )内は、算定結果

　を数値で表示した場合の比率である。以下、イ及びウの表も同じ。

資金不足比率　Ａ/Ｂ

（単位：千円・％）

令和７年度 令和６年度 増　減

△ 824,381 △ 521,080 △ 303,301

流動負債の額 ① 2,942,479 3,232,803 △ 290,324

流動負債のうち建設改良費の支払
に充てる地方債等

② 2,362,695 2,653,223 △ 290,528

建設改良費以外の地方債現在高
（流動負債を除く）

③ 0 0 0

流動資産の額 ④ 1,404,165 1,100,660 303,505

流動資産のうち翌年度へ繰越される支
出の財源充当額

⑤ 0 0 0

6,210,413 6,128,358 82,055

営業収益の額 ⑥ 6,210,413 6,128,358 82,055

受託工事収益の額 ⑦ 0 0 0

－ － －

(△ 13.2) (△ 8.5) (△ 4.7ﾎﾟｲﾝﾄ)

区　　　分

資金不足額 Ａ=(①-②)+③-(④-⑤）

事業の規模 Ｂ=(⑥-⑦)

資金不足比率　Ａ/Ｂ
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ウ 病院事業会計

（単位：千円・％）

令和７年度 令和６年度 増　減

1,052,058 706,935 345,123

流動負債の額 ① 4,793,766 4,447,634 346,132

流動負債のうち建設改良費の支払
に充てる地方債等

② 1,545,209 1,455,815 89,394

建設改良費以外の地方債現在高
（流動負債を除く）

③ 1,000,000 0 1,000,000

流動資産の額 ④ 2,196,499 2,284,884 △ 88,385

流動資産のうち翌年度へ繰越される支
出の財源充当額

⑤ 0 0 0

解消可能資金不足額 ⑥ 1,000,000 0 1,000,000

10,202,818 10,135,171 67,647

営業収益の額 ⑦ 10,202,818 10,135,171 67,647

受託工事収益の額 ⑧ 0 0 0

区　　　分

資金不足額 Ａ=(①-②)+③-(④-⑤)-⑥

事業の規模 Ｂ=(⑦-⑧)

資金不足比率　Ａ/Ｂ 10.3 6.9 3.4ﾎﾟｲﾝﾄ




